
背景・目的

水素は、利用時においてCO2を排出せず、再生可能エネルギー等のエネ
ルギー貯蔵にも活用できることから、地球温暖化対策上重要なエネル
ギーである。
一方、水素は化石燃料から製造する場合が多く、製造の過程等でCO2が
排出されている。そのため低炭素な水素の利活用を推進する必要がある。
また、水素設備単体の導入が先行し、本格的な水素市場の拡大に不可欠
な水素サプライチェーン及びそれを低炭素化する技術が確立していない。
このため、地球温暖化対策の観点からは、再生可能エネルギー等を活用
した波及効果・事業性の高い水素サプライチェーンの確立が重要。
さらに、低炭素な水素社会を実現し、燃料電池自動車の普及・促進を図
るため、再エネ由来の水素ステーションの導入及び産業車両における燃
料電池車両の導入の加速化が必要。

事業概要
（１）水素利活用CO2排出削減効果等評価・検証事業
水素の製造から利用までの各段階の技術のCO2削減効果を検証し、サプライ

チェーン全体で評価を行うためのガイドラインを策定する。また、CO2削減を
実現するための地域の特性を活かした水素の利活用方策等について調査を行い、
低炭素な水素利用の推進を図る。

（２）地域連携・低炭素水素技術実証事業
地方自治体と連携の上、地域の再生可能エネルギーや未利用エネルギーを活用

した水素サプライチェーンを構築し、先進的かつ低炭素な水素技術を実証する。
そして、低炭素な水素サプライチェーンのモデルを確立させる。

（３）地域再エネ水素ステーション導入事業【経済産業省連携事業】
低炭素な水素社会の実現と、燃料電池自動車の普及・促進のため、再エネ由来

の水素ステーションを導入する。

（４）水素社会実現に向けた産業車両における燃料電池化促進事業
燃料電池車両の普及・促進のため、空港等へ燃料電池産業車両を導入する。期待される効果

今後導入拡大が予想される水素のCO2削減効果の評価手法確立及び低炭素
化促進によるCO2排出削減対策の強化
地域における低炭素な水素サプライチェーンの水平展開
100箇所程度の再エネ由来水素ステーションの導入とともに、燃料電池産
業車両を導入することによる低炭素な水素社会の実現と燃料電池車両の普
及・促進
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○○百万円
平成27年度要求額

億円再エネ等を活用した水素社会推進事業（一部経済産業省連携事業）
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平成29年度予算（案）
5,498百万円（6,500百万円)

低炭素な水素社会の実現と、
燃料電池自動車の普及・促進のため、
再エネ由来の水素ステーション、
燃料電池フォークリフトを導入
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低炭素な水素サプライチェーンを地域に実装し、
CO2削減効果の検証、先進的技術の確立と

普及拡大に必要なコスト・技術条件等の洗い出しを行う

低炭素な水素サプライチェーンを地域に実装し、
CO2削減効果の検証、先進的技術の確立と

普及拡大に必要なコスト・技術条件等の洗い出しを行う
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実施期間：(1) (2) (3) 平成27年度から平成31年度まで
(4)               平成28年度から平成31年度まで


